
料金変更届 審査基準 

 

水道法 

 

第十四条 水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件につい

て、供給規程を定めなければならない。 

２ 前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保するこ

とができる公正妥当なものであること。 

二 料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負担

区分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。 

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

五 貯水槽水道(水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であつて、水道事業

の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。以下この号にお

いて同じ。)が設置される場合においては、貯水槽水道に関し、水道事業者及び当該貯

水槽水道の設置者の責任に関する事項が、適正かつ明確に定められていること。 

３ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定

める。 

４ 水道事業者は、供給規程を、その実施の日までに一般に周知させる措置をとらなけれ

ばならない。 

５ 水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、供給規程に定められた事項のうち

料金を変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に

届け出なければならない。 

６ 水道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、供給規程に定められた供

給条件を変更しようとするときは、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

７ 厚生労働大臣は、前項の認可の申請が第二項各号に掲げる要件に適合していると認め

るときは、その認可を与えなければならない。 

 

 

水道法施行細則 

 

第十一条 法第十四条第五項の規定による届出は、料金変更届(別記第十号様式)により行う

ものとする。 


